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生活保護を 受けら れる方の権利

生活保護を 受けら れる方の義務

条件を 満た せば、 すべて の方が平等に生活保護を 受ける こ と がで き ます。

ただし 、 暴力団員は生活保護を 受ける こ と ができ ま せん。

正当な理由なく 、 保護費が減少するこ と や生活保護を 受けら れなく なる よう

なこ と はあり ません。

受け取る 保護費や保護の物品に

対し て、 税金がかけら れた り 、

差し 押さ えら れたり する こ と は

あり ません。

　 働く こ と ができ る 方はその能力に応じ て、 働いて収入を 得る こ と ができる

よう 努めてく ださ い。 病気やケガで働く こ と ができ ない方は、 病院を受診し 、

治療に専念し てく ださ い。 また、 住宅の家賃や契約更新料などはその目的の

ために支払いを行い、 滞納などが無いよう にすると と も に、 支出の節約を図っ

て生活の維持・ 向上に努めてく ださ い。

　 自立に向けた支援をするために、社会福祉事務所では「 自立支援プログラ ム」

（ ６ ページ参照） を実施し ていますので、 積極的に取り 組んでく ださ い。

　 収入があっ た場合など生活の状況に変化があっ たと き は社会福祉事務所へ

届け出てく ださ い。 特に次の場合は、 その内容を 証明する も の（ 給与明細書、

年金額改定通知書など） を 添えて提出し てく ださ い。

なお、 収入がないと きにも 定期的に届け出る必要があり ます。

ア　 新たに働く よう になっ たり 、仕事をやめたり 、仕事が変わる（ 変わっ た）

と き

イ 　 収入があると き

（ 収入と は、 年金、 給与、 児童手当、 生命保険金、 養育費、 仕送り 、

借金など、 生活保護費以外に得るあら ゆる金銭のこ と を言います 。）
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生活保護を受けら れる方の義務
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　 あなたの生活の状況を 正確に知り 、 正し い保護を する ために次のよ う な

場合に指導・ 指示を する こ と があり ま す。 こ れに従わないと き は、 保護を

受けら れなく なる こ と も あり ま す。

ア　 働く こ と ができるのに、 働こ う と し ないと き

イ 　 能力から みて十分な収入を得ていないと き

ウ　 年金や手当など他の制度や、 保有が認めら れていない資産を 活用し よ

う と し ないと き

エ　 治療の必要があるにも かかわら ず、 治療に努めていないと き

オ　 収入に関する申告など、 必要な届け出の義務を怠っ たと き

カ 　 訪問調査に応じ ないと き

キ　 こ のほか自立のために必要なと き

　 預貯金、 生命保険又は不動産など の資産があり ながら 生活保護を 受けた

場合、 その資産を 処分し て金銭を 得たと き には、 支払われた生活保護費の

範囲内において、 社会福祉事務所が決定し た額を 返し てく ださ い。

　 収入の申告を 適正に行えば、 次のよ う な控除や、 収入と し て認定し ない

取り 扱いができ るこ と があり ます。

基礎控除
就労収入がある場合、 給与総額に応じ て一定の

金額が控除さ れます。

新規就労控除
新たに就労し た際、 要件に該当する場合に６ か

月間一定の金額が控除さ れます。

2 0 歳未満控除
２ ０ 歳未満の者が就労し た際、 要件に該当する

場合に一定の金額が控除さ れます。

その他の必要経費
社会保険料、 所得税、 通勤交通費など の必要

経費が控除さ れます。

ウ　 世帯の人数が変わると き （ 出生、 死亡、 転入、 転出）

エ　 入院・ 入所をし たと きや、 退院・ 退所をし たと き

オ　 家賃や地代が変わると き や、 転居をすると き

カ 　 高校や大学へ進学すると き、 卒業すると き 、 休学・ 退学等すると き

キ　 自分の力で生活でき る見通し がついたと き

ク 　 海外へ渡航すると き

ケ　 各種障害者手帳を申請し たと き や、 その結果が出たと き

コ 　 その他生活の状況が変わる（ 変わっ た） と き
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医者にかかり たいと き

　 医者にかから なく なっ たと き には、 必ず社会福祉事務所へ届け出てく だ

さ い。

　 休日・ 夜間や急病で社会福祉事務所に申し 出るこ と ができ ないと き は、「 休

日・ 夜間等受診証」 を 持っ て受診し てく ださ い。 その後は

でき るだけ早く 社会福祉事務所にご連絡く ださ い。

※交通事故などのケガで医者にかかっ た場合には、「 医療券」 や「 休

日・ 夜間等受診証」 は利用でき ません。 社会福祉事務所にご連絡

く ださ い。

　 医薬品の処方について、 医者が後発医薬品（ ジェ ネ

リ ッ ク 医薬品） の使用が可能であると 判断し たと きは、

原則と し て後発医薬品を使用し てく ださ い。

　 自立支援医療や特定医療費助成制度（ 指定難病） などの医療証や、 会社な

どの健康保険証を お持ちの方は、 医療証などを 医療機関の窓口で必ず提示し

てく ださ い。 また、 こ れら の医療証などを 新たに得た場合は、 社会福祉事務

所に届け出し てく ださ い。

　 国民健康保険や後期高齢者医療制度は利用でき ませんので、

保険証をお返し く ださ い。
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　 医者にかかると き は、 原則と し て社会福祉事務所に申し 出て、「 医療券」 を

受け取っ てから 受診し てく ださ い。 また、 薬を調剤薬局に

も ら いに行く と き は、 社会福祉事務所で「 調剤券」 を受け

取っ てから 調剤薬局へ行っ てく ださ い。（ なお、マイ ナンバ

ーカ ード をお持ちの方は、「 医療券」「 調剤券」 を受け取ら

ずに受診でき る 場合があり ます） 。 通院の際の交通費で

お困り の場合は、 必ず社会福祉事務所に相談し てく ださ い。  

4

医者にかかり たいと き

　 医者にかから なく なっ たと き には、 必ず社会福祉事務所へ届け出てく だ

さ い。

　 休日・ 夜間や急病で社会福祉事務所に申し 出るこ と ができ ないと き は、「 休

日・ 夜間等受診証」 を 持っ て受診し てく ださ い。 その後は

できるだけ早く 社会福祉事務所にご連絡く ださ い。

※交通事故などのケガで医者にかかっ た場合には、「 医療券」 や「 休

日・ 夜間等受診証」 は利用でき ません。 社会福祉事務所にご連絡

く ださ い。

　 医薬品の処方について、 医者が後発医薬品（ ジェ ネ

リ ッ ク 医薬品） の使用が可能であると 判断し たと きは、

原則と し て後発医薬品を使用し てく ださ い。

　 自立支援医療や特定医療費助成制度（ 指定難病） などの医療証や、 会社な

どの健康保険証を お持ち の方は、 医療証などを 医療機関の窓口で必ず提示し

てく ださ い。 また、 こ れら の医療証などを 新たに得た場合は、 社会福祉事務

所に届け出し てく ださ い。

　 国民健康保険や後期高齢者医療制度は利用でき ませんので、

保険証をお返し く ださ い。

１

２

３

４

５

６

　 医者にかかると き は、 原則と し て社会福祉事務所に申し 出て、「 医療券」 を

受け取っ てから 受診し てく ださ い。 また、 薬を調剤薬局に

も ら いに行く と きは、 社会福祉事務所で「 調剤券」 を受け

取っ てから 調剤薬局へ行っ てく ださ い。（ なお、マイ ナンバ

ーカ ード をお持ちの方は、「 医療券」「 調剤券」 を受け取ら

ずに受診でき る 場合があり ます） 。 通院の際の交通費で

お困り の場合は、 必ず社会福祉事務所に相談し てく ださ い。  



6

生活保護費の徴収

自立支援プログラ ム

　 社会福祉事務所は、 あなたが申告し た収入が正し いかどう かなどについて、 関係機

関を通じ て定期的に調査を し ています。 こ れら により 、 真実と 違う 申請をし たり 、 必

要な届け出をし なかっ たり 、 収入を偽っ た申告をするなど、 不

正に生活保護を受けたと 認めら れた場合には、 その間に支給し

た保護費を 徴収する こ と と なり 、 さ ら に、 徴収金に 100 分の

40 を 乗じ た額を 上乗せし て徴収する 場合があり ま す。 ま た、

悪質な場合には法律により 罰せら れる場合があり ます。

　 健康で自立し た生活に向け、 ひと つひと つ課題を乗り 越えていけるよう 支援するた

めに、社会福祉事務所では以下のよう な自立支援プログラ ムを策定し 、実施し ています。

　 就労支援員によ る 専門的な助言、 協力を 行う こ と で、

効果的な就労支援を行います。

　 多重債務などの金銭的な問題を抱える方に対し 、

弁護士の支援により 債務の整理を図り ます。

※生活保護を 受ける 前の借金を 返済する 必要がある 場合

には、 ケースワーカ ーと 相談し てく ださ い。

① 就労支援プログラ ム

② 多重債務者支援プログラ ム

5

介護が必要になっ たと き

① 介護保険の加入について

② 介護扶助について

③ 介護サービス利用の手続き

　 65 歳以上の方や医療保険に加入さ れている 40 歳以上 65 歳未満の方は、 生活保護

を 受けていても 、 介護保険に加入し ます。 保険料は、 老齢年金などを受給し ている方

は年金から 天引き さ れ、 その他の方は、 生活保護費に上乗せし て社会福祉事務所から

支給し ます。 社会福祉事務所が直接保険者に支払う こ と も あり ます。

　 ①の介護保険に加入し ている方で、 介護が必要になっ たと きは、 介護保険サービス

の自己負担分は、 介護扶助により 原則生活保護で負担し ます。（ 医療保険に加入し てい

る 40 歳以上 65 歳未満の方は、 介護保険制度で定める特定疾病により 、 介護が必要で

あると 認定さ れた方が対象と なり ます。）

　 介護保険に加入し ていない方（ 医療保険に加入し ていない 40 歳以上 65 歳未満の方）

で、 特定疾病により 介護が必要である方は、 全額を介護扶助により 原則生活保護で負

担し ます。 なお、 障害者施策によるサービスで介護サービスと 同等のサービスが受け

ら れる場合、 障害者施策によるサービスを優先し て受けていただく こ と になり ます。

　 介護が必要になっ たと き は、 まずはケースワーカ ーに相談し てく ださ い。

　 介護サービスを受けるには、 要介護認定を受ける必要があり ます。「 介護が必要」 と

認定さ れ、 区分が決まっ たら 、 ケアマネジャ ーに利用計画書（ ケアプラ ン） を 作成し

ても ら い、 その利用計画に基づき、 介護扶助の決定を し ます。 ただし 、 デイ サービス

の食事代など自己負担のも のも あり ますので、 注意し てく ださ い。
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認定さ れ、 区分が決まっ たら 、 ケアマネジャ ーに利用計画書（ ケアプラ ン） を作成し

ても ら い、 その利用計画に基づき 、 介護扶助の決定を し ます。 ただし 、 デイ サービス

の食事代など自己負担のも のも あり ますので、 注意し てく ださ い。
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支払いの方法

 現金は預かり ません

社会福祉事務所の職員は、 あなたの現金や通帳をお預かり し ません。

　 ただし 、 生活保護を受けている方から 依頼

さ れた場合で、 社会福祉事務所と し て預かる

こ と が適当と 判断し た場合には、 例外的にお

預かり し ます。 こ の場合も 、 職員が一人でお

預かり するこ と は絶対にあり ません。

　 中学生を 対象に無料の学習会を 開催し 、 高校

進学を 支援する と と も に、 居場所づく り の支援

など総合的に実施し ます。

　 40 歳以上で社会保険未加入の方は、 年に１ 回無料で健

康診査を受けるこ と ができ ます。 また、 健康診査の結果、

健康管理の支援が必要と 判定さ れた方には、保健センタ ー

の保健師による 健康相談など、 生活習慣の見直し に向け

た支援を受けるこ と ができ ます。

③ 学習支援プログラ ム

④ 健康管理支援プログラ ム

　 家計支援員と 連携し 、 適正な家計管理能力を 身に付け、 収入の範囲内で安定的な

社会生活を 営める よ う 支援し ます。

　 生活保護費は、 原則と し て毎月１ 日（ １ 日が銀行の休業日に当たる場合は翌営業日）

に、 指定さ れた銀行の口座に振り 込みます。 生活保護の開始のと き や社会福祉事務所が

必要と 認めた場合には、 社会福祉事務所で支払います。 入院を し ている方などには送金

も でき ます。 また、 保護費の種類や目的によっ ては、 社会福祉事務所から 支払先に直接

お支払いするこ と があり ます。

⑤ 家計相談支援プログラ ム

6

生活保護費の徴収

自立支援プログラ ム

　 社会福祉事務所は、 あなたが申告し た収入が正し いかどう かなどについて、 関係機

関を 通じ て定期的に調査を し ています。 こ れら により 、 真実と 違う 申請を し たり 、 必

要な届け出をし なかっ たり 、 収入を偽っ た申告をするなど、 不

正に生活保護を受けたと 認めら れた場合には、 その間に支給し

た保護費を 徴収する こ と と なり 、 さ ら に、 徴収金に 100 分の

40 を 乗じ た額を 上乗せし て徴収する 場合があり ま す。 ま た、

悪質な場合には法律により 罰せら れる場合があり ます。

　 健康で自立し た生活に向け、 ひと つひと つ課題を 乗り 越えていけるよう 支援するた

めに、社会福祉事務所では以下のよう な自立支援プログラ ムを策定し 、実施し ています。

　 就労支援員によ る 専門的な助言、 協力を 行う こ と で、

効果的な就労支援を行います。

　 多重債務などの金銭的な問題を 抱える方に対し 、

弁護士の支援により 債務の整理を図り ます。

※生活保護を 受ける 前の借金を 返済する 必要がある 場合

には、 ケースワーカ ーと 相談し てく ださ い。

① 就労支援プログラ ム

② 多重債務者支援プログラ ム
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支払いの方法

 現金は預かり ません

社会福祉事務所の職員は、 あなたの現金や通帳をお預かり し ません。

　 ただし 、 生活保護を受けている方から 依頼

さ れた場合で、 社会福祉事務所と し て預かる

こ と が適当と 判断し た場合には、 例外的にお

預かり し ます。 こ の場合も 、 職員が一人でお

預かり するこ と は絶対にあり ません。

　 中学生を 対象に無料の学習会を 開催し 、 高校

進学を 支援する と と も に、 居場所づく り の支援

など総合的に実施し ます。

　 40 歳以上で社会保険未加入の方は、 年に１ 回無料で健

康診査を受けるこ と ができ ます。 また、 健康診査の結果、

健康管理の支援が必要と 判定さ れた方には、保健センタ ー

の保健師による 健康相談など、 生活習慣の見直し に向け

た支援を受けるこ と ができます。

③ 学習支援プログラ ム

④ 健康管理支援プログラ ム

　 家計支援員と 連携し 、 適正な家計管理能力を 身に付け、 収入の範囲内で安定的な

社会生活を 営める よ う 支援し ます。

　 生活保護費は、 原則と し て毎月１ 日（ １ 日が銀行の休業日に当たる場合は翌営業日）

に、 指定さ れた銀行の口座に振り 込みます。 生活保護の開始のと き や社会福祉事務所が

必要と 認めた場合には、 社会福祉事務所で支払います。 入院を し ている方などには送金

も でき ます。 また、 保護費の種類や目的によっ ては、 社会福祉事務所から 支払先に直接

お支払いするこ と があり ます。

⑤ 家計相談支援プログラ ム
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